
１．

（1）

（2）

なお、2016年4月1日以降に取得した建物については定額法を採用している。

（3）

なお、2025年10月取得のものについては除いている。

（4）
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２．
（単位：円）

当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 2,770,042,813
419,086,040 0 2,499,774,520
5,562,400 0 116,810,400

3,140,091 62,120,050
424,648,440 3,140,091 5,448,747,783

1,088,534 0 39,416,942
0 0 0

1,088,534 0 39,416,942
425,736,974 3,140,091 5,488,164,725

３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に対応
する額

基本財産
2,593,542,813 176,500,000 0
2,499,774,520 0 0
116,810,400 0 0
53,196,580 8,923,470 0

5,263,324,313 185,423,470 0
特定資産

0 39,416,942 0
0 0 0
0 39,416,942 0

5,263,324,313 224,840,412 0

４． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は，次のとおりである。
（単位：円）

金　　　額

1,986,594
1,986,594

５．
（単位：円）

減価償却累計額 当期末残高
164,978,904 62,120,050
11,286,367 794,882,733
3,480,612 1,352,388
14,605,562 7,413,637
629,970 107,800

６．

合　　　　　　計

小　　　　計 5,448,747,783

科　　目 取得価額

助成準備引当預金

　　経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額

39,416,942施設修理積立預金
0

内　　　　　　容

小　　　　計

固定資産の取得価額・減価償却累計額及び当期末残高

39,416,942
合　　　　計 5,488,164,725

116,810,400
2,499,774,520

基本財産積立預金

建 物

2,770,042,813

土 地

土地の評価基準及び評価方法

土 地
有 価 証 券

62,120,050

有 価 証 券

111,248,000

決算日の時価（路線価格）によっている。

2,080,688,480
基本財産積立預金 2,770,042,813

助成準備引当預金 0
38,328,408

38,328,408

特になし

227,098,954

22,019,199
4,833,000

建 物

什 器 備 品
構 築 物

重要な会計方針の変更

一 括 償 却 資 産 737,770

建 物 806,169,100

施設修理積立預金

科　　目 当期末残高

小　　　　計
合　　　　計 5,065,567,842

65,260,141

財務諸表に対する注記

特定資産

基本財産

決算日の市場価額等に基づく時価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

科　　目 前期末残高

小　　　　計

有価証券の評価基準及び評価方法

建 物
5,027,239,434

重要な会計方針

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

消費税等の会計処理

減価償却の方法は定率法によっている。


